平成26年度第2回安曇野市子ども・子育て会議　会議概要
	１　審議会名　　平成26年度　第2回安曇野市子ども・子育て会議      
２　日　　時　　平成26年7月16日（水）　午後3時から午後5時30分まで
３　会　　場　　穂高健康支援センター　集団指導室                 
４　出 席 者　　古林委員、吉田委員、長島委員、荒深委員、高井委員、田中委員、木下委員、   
　　　　　　　　望月委員、丸山（文）委員、丸山（屹）委員、依田委員、山下委員、大浜委員   
５　市側出席者　飯沼福祉部長、髙橋健康推進課長補佐、小笠原社会教育担当係長、大澤学校教育課長補佐、藤澤学校教育係長、堀内子ども支援課長、竹田子ども支援課長補佐   

黒岩保育担当係長、浅川児童係長、丸山主査、                               
６　公開・非公開の別　　　公開　　　　　　 
７　傍聴人　　２人　　　　記者　　１人　   
８　会議概要作成年月日　　平成26年8月11日　

	協　　議　　事　　項　　等

	１　会議の概要
　　(１)　開　　会
　 （２）前回欠席委員への委嘱書交付

（３）前回欠席委員から自己紹介
（４）会長あいさつ
（５）議事
　　　子ども・子育て支援事業計画骨子（案）

議案①   各種計画策定にあたっての「１．区域設定」について
　　　　　　　 幼児期における学校教育及び保育について「２．量の見込み」

 幼児期における学校教育及び保育について「３．確保内容」
議案② 今後の審議内容及びスケジュール

　 （６） 閉　　会
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
２　協議概要

　(１)　開　　会　　（進行：子ども支援課長）

（２）前回欠席への委嘱書交付 （２名：福祉部長より）

（３）前回欠席委員から自己紹介（２名）
（４）会長あいさつ
　　　　お忙しい中、第2回目の会議出席ありがとうございます。今回第2回目ということもあり、少しは雰囲気等慣れてきた部分もあると思う。各分野の専門的な知識を有する委員構成であるので、子どもを中心にそえて、子供が幸せに育つ世界一の安曇野市目指して、皆で力を合わせ、活発な意見をいただきたいと思う。
＜以下、議事＞　会長の進行にて

（５）審議事項
○会長　
それではこの後、第２回会議の協議事項に入るわけですが、まずはその前に、前回会議内
　　　容のおさらいも兼ねて、事務局から第１回の会議概要について再度説明を。
○事務局　
第１回会議内容のおさらい（口頭連絡）
　　　　①事前に配布した第１回会議概要の「協議内容」を一読

　　　　 ②ホーム―ページへの掲載について、以下の内容を掲載する
　　　　　　今後の掲載内容：委員名簿（氏名・条例上の明記）

会議資料
会議概要（委員については前回説明通りＡ委員、Ｂ委員）

＊「議事録」については、議事録署名人（会長及び各２名）の署名後、別途保管する。

○会長　
      　それでは、ただいまから第２回会議の協議事項に入る。

　　　　審議方法については、前回会議の最後に「審議方針」として皆様にご了解いただいている

が、まず事務局による資料説明及びたたき台としての素案の提示があり、そのあと委員から
ご意見・ご質問をいただき、必要に応じ素案の修正などを行ない、最終的な方針決定としたい。

では議案①、子ども・子育て事業計画骨子（案）の「１．区域設定」について、事務局から説明を。
○事務局　
議案①　子ども・子育て事業計画骨子（案）「１．区域設定」（説明：事務局）
別紙資料１参照
　　　 ・計画における「区域」の定義

・安曇野市における既存の区域設定

・設定にあたってのメリット・デメリット
・安曇野市としての区域設定の考え方（案）の提案「区域＝全市」

　
○会長：質疑応答の提案　
ただいま事務局から説明のあった議案①子ども・子育て事業計画骨子案の「１．区域設定」について、ご質問・ご意見等があれば挙手を。
なお、ご発言の際は最初にお名前を。
○Ａ委員　
「病院（医療機関）を中心とした保育施設数等について、市としてどの程度把握されているか。」
　　→ 事務局　

　　　　　「事業所内保育所、安曇野市の場合は医療機関系であることを把握しており、その数について等、会議後半部分（確保内容）にてご説明する。」
　
○会長：採決　
では、区域設定について、（事務局案）の「全市」という事で計画を進めたいと思うがよいか。

■安曇野市の「区域設定」　→　「全市（１単位）」を採用
○ 会長　
続いて、議案①子ども・子育て事業計画骨子（案）の「２．量の見込み」について、

引き続き、事務局から説明を。
→ 事務局　
議案①　幼児期における学校教育・保育の「２．量の見込み」（説明：事務局・第一企画）
　別紙資料２参照
　　　　　 ・量の見込みの定義
　　　　　 ・就労時間の下限について

　　　　　 ・ニーズ調査上で算出された量の見込み数値についての基本的な考え方

　　　　　 ・５区分における量の見込み値の提案
　　　　　 ・今後「量の見込み」「確保内容」を算出していく必要項目
○ 会長：質疑応答の提案　
ただいま今事務局から説明のあった議案②子ども・子育て事業計画骨子（案）の「２．

量の見込み」について、ご質問・ご意見等あれば挙手を。
○ Ｂ委員　
　　　　「質問を２つ。質問①　ここに挙げてある数字は認可外保育施設に通う子どもの数も含ま
れているか。質問②　Ｐ６の１号認定の「事務局案」数値の（　）内の数字というのは私的
契約児数、を示しているという解釈でよいか。」
　　→ 事務局　
　　　　「まず１つ目の質問について、認可外保育施設に通っている園児数も含まれている。また２つ目の質問についても、おっしゃる通り（　）内数字は私的契約児数である。したがって前頁③の実績値では私的契約児は含まれていない。」
○Ｃ委員　
　　　　「実績値を算出するにあたり、『就園率』を基にしているが、今現在の就園率を指している

ということでよいか。また、ここ数年の就園率の動向はあまり変わらない、という解釈でよ
いか。」

→ 事務局　
　　　　「おっしゃる通り、今現在の就園率のことである。またここ数年の変化についても、基　

本的に保育施設の定員に変化はなく、また、申請のあったほとんどのお子さんをお預かりし
ていることから、就園率についても変化はない。」

　○Ｄ委員　
　　　　「Ｐ７資料の説明がなかったように思われるので、再度説明願いたい」

→事務局　
　　　　「Ｐ７についてご説明。この問16-5というのは２月に行なったニーズ調査での質問項目である。今回事務局値算出にあたり、実績値をそのまま事務局案にするのではなく、ニーズ調査結果もある程度反映させ、実績値+期待値＝事務局案とした。そこで「利用したいけれど、○○の理由で利用できない」と表記されている４つの回答のいずれかに回答している方について、「○○が行政側により改善されたら、利用できる」と仮定し、この回答率の平均値4.8％＝期待値と考え、実績値に上乗せして事務局案とした。このページは実際の調査上の質問項目を見ていただく資料として提示したものである。」
○同Ｄ委員　
　　　　「ニーズ調査の回答について確認したいが、０～３歳児について言うと、必ずしも施設へ
預けなくてはならないという訳ではなく、ご自身でお子さんを保育するケースもあると思
う。ここには掲載してはいないが、実際の回答項目の中には『利用する必要はない』という
ものもあるということでよいか。」

→事務局　
　　　　「その通りである。そのような回答項目も設けている。なお、調査結果をとりまとめるにあたり、複数選択可の項目もあるため、合計が100％にならないものもある旨、ここにお伝えする。」
○Ｅ委員　
　　　　「いくつか質問したい。①ニーズ調査結果の量の見込みと実際の実績値や事務局案の値が
　　　あまりにもかけ離れている現象がみられるのはなぜか　②自身の日頃の感覚として、３号認
　　　定の未満児は待機児童が多く、１、２号認定つまり３歳以上の児童は待機児童がおらず、需
　　　要を満たしているという認識であったが、この調査結果等を見るとそうでもないのか。
また、３～５区分の事務局案を足し上げていくと、各年度の推計人口を上回っている気が
　　　するが、そこまでして居場所を確保していく必要があるのか。０～２歳は居場所がなく、３～５歳の確保ができている中で、さらに３～５歳の推計人口を上回る量の見込み値を設定するのはどうなのか」
→ 事務局（第一企画）
　　　　「質問①について回答する。さきほど、「ニーズ調査における量の見込みの考え方」でも触れたが、当調査における数値の正確性には限界がある。また調査結果は回収率などにも左右されやすいこと、これだけボリュームのある調査を回答するにあたっては、状況の厳しいまたは強い要望をお持ちの方の意見が反映されやすい、というのもこういったアンケート調査の特徴であることを考慮願いたい。国の新しい施策のもとスタートしている事業及び調査であり、あくまで全体的な傾向を掴むための調査として認識していただきたい。
よって、この数値をそのまま「市としての量の見込み値」とはせず、各自治体でも実績値と比較し、総合的に量の見込みを設定した方がよいと思われる。」

○同Ｅ委員　

　　「アンケートについて、なかなか意見が反映されづらいようでは困るが、状況が厳しいor要望が強い方の意見が反映されているという事であれば、それは望ましいことである。忙しく生活に追われる中、これだけのボリュームがある調査に回答したり要望を寄せてくださった保護者の方々の意見がぜひ反映されたらと強く思う。」
→ 事務局（第一企画）
　　「アンケート回答母数が少ない中で、強い要望をお持ちの方が積極的に回答してくださっていれば、その結果も強く反映されてくる、ということである。」
→ 事務局　
　　　　「では、②については市側から回答する。０～２歳児の保育ニーズ数値自体は確かに高い。しかし、この数値の中には「保育に欠ける要件がない」方のニーズ値も含まれている。実際保育園の利用にあたっては、保護者からの申請があっても、保育に欠ける要件があるかどうか等審査して利用を決定しており、必ずしも希望通りという訳ではない。そのように審査通過した方が利用しており、今のところ定員内（約40名）で保育サービスを提供できているというのが現状である。だが、今後を考え実績値に期待値も併せた数値を事務局値として提示をさせていただいた。なお、３～５歳の数値上でオーバーしてしまう児童数については、おおよそ私的契約児（保育に欠けない児童）数を示している。

なお、各量の見込みの合計が推計人口を上回っている点については、おっしゃる通りである。算出方法の基本的な考え方は変えず、再度微調整し補正数値を後日お示しする。」
○Ｆ委員　
　　　　「就労時間の下限について。今現在市での就労時間下限が６４時間という事だが、６４

時間未満の保護者やお子さんについては、どのように対応しているのか。」

→ 事務局　
　「３～５歳児については私的契約児、という形で対応している。０～２歳児については申

し訳ないが対応できないため、お断りをしているのが現状である。」
○同Ｆ委員　
　「では今後新制度に向けて同じく６４時間という下限を設けた場合、保護者やお子さんを救う手立というのは何か考えられるか。特に現状維持の場合でも今後も大きな問題はないのか。」
→ 事務局　
　「そういった保護者やお子さんの場合は現状と同じく、通常保育の利用ではなく、一時預

かりやファミリー・サポート事業等で対応させてもらいたい。」
○同Ｆ委員　
　「つまり、現状では通常保育以外の事業利用で対応できているので、今後についても同様

の対応を継続していく、よって就労時間の下限についても64時間案を継続という考え方でよ

いか。」

→ 事務局　
　　　　「そのように捉えている。」

○Ｇ委員　
　　　　「実際は事業利用というより、親族内での調整をして対応している、という方が多いと思われる。一時預かりやファミリーサポート利用は費用負担も大きく、短時間のパート勤めでは割に合わないというのが現状である気がする。」

○会長：採決　
それでは、幼児期における学校教育・保育の「量の見込み」値の考え方については現在の実績値に沿って事務局案を採用してもよいか。

安曇野市の幼児期における学校教育・保育の「量の見込み」
■１・２号認定のうち、０～２歳について

→「事務局案」数値を採用
■２・３号認定のうち、３～５歳について

→考え方は採用。

ただし、見込み値の合計が推計人口を上回ってしまっているため、実際の数値については再度微調整を行ない、後日提示するものとする。
○会長
ここで、１０分間休憩をとりたいと思う。再開時間は４時３０分とする。

○会長　
それでは会議を再開する。

議案①子ども・子育て事業計画骨子案の「３．確保内容」について、事務局から説明を。

○事務局　
議案①子ども・子育て事業計画骨子（案）

幼児期における学校教育・保育の「３．確保内容」（説明：事務局）
別紙資料３参照
・「確保内容」の定義
　　　　　・児童及び各施設の現状数報告
　　　　　・新制度に移行するにあたり変更点

・各施設の特徴

・安曇野市として選択すべきこと（認定こども園化の可否）
　　　　
○会長:質疑応答の提案　
ただ今事務局から説明あった議案①子ども・子育て事業計画骨子（案）の「３．確保内容」について、ご質問・ご意見等があれば挙手を。
○Ｈ委員　
　　「自身の意見としては、穂高・豊科以外に幼稚園がなく、他地域では私的契約児として

保育園へ預けている保護者が多いことから、『Ｃ：全て認定こども園化』がよいと考えた。ただ、全てというと認可外保育施設の個性、独自性まで影響を受けてしまうのか。ぜひ公立・私立の良さは残しつつ、お互い協力しあっていける体制を希望したい。また、さきほど保育料の見直しについて話が出たが、安曇野市の保育料は他市と比べてどうなのか。高いのか安いのか、この機会にぜひ近隣市の状況を教えていただきたい。」
　　→事務局　
　　　　「Ｃ案については、私立含め選択の余地なく全ての施設において安曇野市の方針に合わせていただく、というニュアンスで捉えていただき、Ｂ案の「一部」については、私立や認可外の独自性を生かし、選択の余地を残すというもので、主として公立について認定こども園化するという意味で捉えていただきたい。なお、今後の保育料については、新制度スタートに向けて、条例等の改正が必要である。後日条例改正等の際に、改めて他市との比較を提示させていただきたい。」
○Ｉ委員　

　　　　「量の見込み値について戻った質問をしてしまうが、気になったのでお聞きしたい。現在、国の制度改革で配偶者控除の壁をなくす等、女性の社会進出に向けた各種施策を打ち出し始めているようだが、この新制度における量の見込み値の考え方には、こういった点は何か考慮されているか。また、認定こども園化について、個人的には現在Ｂ案に賛成したいと考えているが、資料によると、認定こども園のあり方について３タイプ（幼保連携型など）あるようだ。安曇野市はどの形態の認定こども園を想定しているか。」
○事務局　

　　　　「前段の質問については、現段階では量の見込み設定についてそのような社会情勢は加味

していない。実績値とニーズ調査での「期待値」を含めた数値を事務局案として提示してい

る。次に、認定こども園の形態については、別紙資料のとおり。今の幼稚園を認定こども園

にする場合は「幼稚園型認定こども園」、保育園と幼稚園を一体とすると「幼保連携型」とな

る。今後の動向等も鑑み、今のところ、公立施設についてはある程度認定こども園化という

形態が必要ではないかと考えている。」
○同Ｉ委員　

　「では、幼稚園型認定こども園の場合などは、今の幼稚園の形態＋幼稚園の一時預かり、

のようなイメージで大まかにとらえていけばよいか。そうとなれば、すべてをカバーできる

保育園と幼稚園を一体とした「幼保連携型認定こども園」の形態がより都合がよい印象を受

ける。ところで、認定こども園に移行するにあたり、施設面等の改修は必要であるのか。設
計自体にも変更が必要なのか。そのあたりも今後５年間の計画の中に盛り込む必要はあるの

か」

○事務局　

　　　　「施設的な点において、保育園については現状のままでほぼ問題ないと考えている。ただ、幼稚園について認定こども園にする場合、施設面など一部改修が必要になる場合もありうる。しかし、改修の可否については、預かる子どもの年齢や条件などにもよると考えている。」
○同Ｉ委員　

　　　　「そういった方向性も含め、今日のこの会議で認定こども園化についていずれかを選択していくということか。」

○事務局　

　　　　「方向性（認定こども園化する、しない）だけは最低限、この会議で決定していただき、条例制定・認定こども園化する施設数・それに対する保護者説明など、細かい部分についてまでは来年４月にいきなりスタート、という事はできないのが現状であるので、今後５年間に順次整備していくこととしたい。」
○会長　
だいぶ意見が出てきたところであるが、それでは、「確保内容」としての認定こども園化について、今後の安曇野市の方向性をここで委員の皆様に諮っていきたい。Ａ案から順番に、賛成する案に挙手願いたいがどうか。
○Ｊ委員　

　　　　「採決をとる前に再度お聞きしたい。認定こども園化について５年間移行期間があるという事であるが、このＢ，Ｃ案の定義について、『来年度から早速、認定こども園化しその数を徐々に増やしていく、または最終的に５年後には全部認定こども園化する』という意味合いか、それとも『準備期間を経て、ある一定の期間に一斉に（一部なり全て）を認定こども園化する』という意味合い、どちらであるのか確認しておきたい。」
○事務局　

　　　　「ここでは『準備期間を経て、ある一定の期間に一斉に（一部なり全て）を認定こども園化する』とう意味で捉えていただきたい。現状を踏まえれば、来年度からのこども園化スタートは準備不足であり、不可能。法整備の面や施設面での細かな確認など、上層部とも相談の上、慎重に検討する必要もあり、この会議の場だけでは全てを決める事ができない。」
○Ｋ委員　

　　「確認したい。私的契約児の取り扱いについて、３～５歳は現在保育園で預かっているが、今後この私的契約児はどのような扱いになっていくのか。０～２歳児について保育園での私的契約児、ということは発生するのか」

○事務局　

　　「新制度においても０～２歳の私的契約児という現象は発生せず、また３～５歳の私的契約児についても、この新制度にあてはめるとすべて１号（幼稚園）認定となる。しかし、現在の幼稚園数や園の定員等を考慮すると、幼稚園のみでそれら園児数をカバーする事は難しいため、幼稚園及び保育園を認定こども園化してそちらで預かる、という形態になると思われる。」

○Ｌ委員　

　　「なかなか今の段階ではＡ～Ｃ案のいずれかを選びづらい。Ａ案は今後制度的に続かず、無理があるのかなという印象があるが、Ｂ・Ｃ案で迷う。理想を言えば、Ｃ案がよいのかとも個人的には感じるが、利用者もそれぞれ困る点も出てきたり、施設側の独自性にとってもデメリットもあり、ＢかＣか判断するために、もう少し施設の現状について教えていだたけたらと思うが。」
○Ｍ委員　

　　「全て認定こども園化、となれば、認可外保育園や私立の施設では施設整備等が必要になるだろう。若干補助金は出たとしても、それは一部であり、基本的には自分達で費用負担しなくてはならないとすると、小規模施設等はそれら資金面を補う事が出来るかと言えば、難しいと思われる。また、あえて私立、という形態を希望して園の運営にあたっている施設もある。市内認可外保育施設の中にも、幼稚園の形態をとっているが、県の幼稚園としての基準と異なる点があるために「認可外保育施設」という形態となっている施設もある。幼児教育の在り方について園独自の視点に沿って運営し、保護者側もそれを納得して選択してきている施設もある中で、市側の意向により一斉に足並みをそろえて認定こども園化してしまうというのはどうだろうか。Ｂ案の「一部」という、主として公立の施設を認定こども園化し、私立や認可外等に対しては融通をきかせる形態の方が望ましいのではないかと考える。」
○同Ｌ委員　

　　「それでは、Ｃ案の「全て」とは、定員、保育時間、保育料や施設などのハード面だけでなく、幼児教育・保育のプログラムなどのソフト面でも市として一律の形態をとることになる、というイメージであるということか。各園の特色や独自性は残したまま、受け入れや施設面だけ一律とする、という意味合いではないということか。」
○事務局　

　「全て、となると何かと内容の制約は出てくるであろう。例えば、預かる時間を例にとっても、この時間帯は幼稚園（教育）として、次の時間帯は保育として、という事が発生する。保育園では現在保育指針に基づいて保育を進めており、幼稚園でも運営指針がある。認定こども園になれば、保育と幼稚園の一体型の指針を改めて作成し、施設側はそれに沿って事業を進めていく必要がある。公立施設については幼保での共同プログラムを作り、事業を進めていく事は何とか可能であるが、私立の独自性などを考慮し、尊重するために、今回「一部」という言葉を使ってＢ案を提示させていただいている。」

○Ｎ委員　

　　「認定こども園化にあたり、指針はもちろんのこと、職員側にも大きな課題がある。実は、認定こども園化の職員の条件として、幼稚園教諭と保育士資格の両方を有している事が求められている。今現在の先生方の状況では、幼稚園勤務は幼稚園教諭、保育園勤務は保育士資格、というようにそれぞれの免許しかもっていない方もいる。また、両免許には更新制度があり、就職当初は両方免許をお持ちでも、その後いずれかに就職してしまえば片方の免許の更新をせずに資格喪失してしまっている職員もいるであろう。また、穂高幼稚園の施設面について述べるとすると、現在大規模改修中であるが、認定こども園化を想定した改修ではなく、認定こども園化に必要な一部施設などは現在の設計内に含まれていないのが現状である。」
○Ｏ委員　

　　「職員形態について再度確認したい。全て認定こども園化、となると幼稚園教諭と保育士の両方の資格を有しなくてはだめ、ということか。」

○事務局　

　　「そうである。」
○同Ｏ委員　

　　「どうしても認定こども園化しないと居場所が確保できない、という子ども達の数というのは実際そんなに多くはないのではないか。そのために全保育園・幼稚園を整備する必要はあるだろうか。ハードルが高い気がする。情報がまだ少なく、なかなかＢ・Ｃ案に絞りきれないというのが感想である。」

○Ｐ委員　

　　「認定こども園化にあたり、両方の資格を有する職員の確保が大きな課題ではと思う。その点について、今後の情勢を踏まえ、現在市としてどう職員確保をしているか、また求人状況などお聞かせ願いたい。」

○事務局　

　　「認定こども園については、幅広くお子さんを受け入れる事が可能な施設であると認識している。さて、現在までにおけるこの長野県の傾向をお話しすると、長野県というのは保育園が多く、幼稚園が非常に少ない。また、公立・私立の区分でいえば、公立保育園が圧倒的であり、私立は少ない。一方、国全体では、公立施設というと幼稚園の方が多い。保育園は社会福祉法人等による運営が多い。長野県は独特の形態で行ってきている歴史がある。
　　職員確保については、正規職員については両方の資格を有している者を採用しているが、その数は１００人未満。その他は非常勤職員であり、幼稚園教諭または保育士、いずれかの資格で各施設にて従事している。認定こども園化にあたって全園とすれば５年間で整備するには無理があり、だからといって両免許をもつ正規職員のみでカバーできるかといえばそれも難しい。認定こども園化するのであれば、両方の資格を有する職員の数しかこども園化はできない。今後の職員確保についても、さらに対応を進めていかなくてはならない。」
○Ｑ委員　

　　「保育士の養成に関する仕事に従事しているが、全国的に認定こども園という流れが進む中で、両資格を有するための準備をしている途中で、両方の資格を有する学生が卒業するのは早くて２年後である。まだもう少し時間が必要。」
○会長：採決　

　　「さまざまな意見が出る中で、ある程度の方向性を出したいと思う。Ａ～Ｃ案いずれかに
　挙手願いたい。」

■安曇野市の幼児期における学校教育・保育の在り方

→「Ｂ案　一部認定こども園化」を採用（全員一致）
○会長　
では、本日最後の議事②「今後の審議内容及びスケジュール」について、事務局から説明

を。

○事務局　
議案②　今後の審議内容及びスケジュール（説明：事務局）
別紙資料４参照
○会長：質疑応答の提案　
では、今後の審議内容事務局からの説明について、ご質問・ご意見等あれば挙手を。
○会長：質疑応答の提案　
最後に、本日の審議内容全般に関し、何かご質問・ご意見等あれば挙手を。
○Ｒ委員　

　　「最後に感想を述べさせていただきたい。日頃、子どもや保護者に関わってきているが、今自分達で意思決定ができない子ども達が増えてきている気がする。地域・親・子ども、それに関わる先生方とどのように連携をとり青少年の健全育成を考えていくべきか、深く考えさせられる機会であった。子ども達に関わる立場として、こういった機会を通じて勉強させていただき、自身としても宿題をいただいたと思う。」
○会長：　
以上で本日のすべての審議を終了する。

以降、事務局へ会議進行をお返しする。
長時間にわたったが、様々な委員の皆様から活発な意見をいただくことができた。

ありがとうございました。
＜進行は事務局へ＞

○子ども支援課長　
　　　　では事務局より連絡事項を。　　   　　　　　　　

　　　　　・次回（第３回）の日程についての希望調査用紙、帰る前に事務局まで提出を。

　　　　　・会議概要をメールまたは紙ベースで配信

　　　　　・今回の議事録署名人→委員ＮＯ３・４の委員→作成次第郵送、順次署名、回覧

・ホーム―ページへの掲載について（了承いただいた内容について後日掲載）

○子ども支援課長　
　　　　最後に福祉部長よりご挨拶。
（６）福祉部長挨拶
　　
○子ども支援課長　
以上をもって第２回安曇野市子ども・子育て会議を終了する。

長時間にわたり、皆様ありがとうございました。

閉　　　　会
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